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【論文要旨】
2017年 6 月に施行された「文化芸術基本法」に基づき，2018年 3 月に策定された「文化芸術推
進基本計画（第 1 期）」は，今後の文化行政のあり方を大きく転換する内容となっている。具体的
には，機能強化を目指すことが示されたことにより，機能強化の内容が問われることとなる。
このような社会的状況を踏まえ，本稿では，文化・芸術分野における行政の専門性を分析するこ
とで，文化行政の機能強化について検討することを試みた。はじめに，文化行政に関する先行研究
を整理し，文化行政が専門性を確保する手段と課題を検討した。専門性は文化行政の自律に大きく
影響し，自治の構築が重要である自治体においては特に留意されなければならない。このような自
治体文化行政における専門性の確保と自治体行政の自律の関係について，霧島国際音楽祭の運営を
事例に考察した。霧島国際音楽祭の事例からも，専門性の差異が行政の自律に影響を及ぼすことを
明らかとした。
以上より，本稿では，文化行政の機能強化が行政の自律を前提として専門性を確保することが必
要であり，特に自治体文化行政においては，自治の構築において専門性の確保が要求されることを
指摘した。
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1 文化芸術基本法第 7 条第 1 項は，「文化芸術推進基本計画」について，「政府は，文化芸術に関する施策の総
合的かつ計画的な推進を図るため，文化芸術に関する施策に関する基本的な計画（以下『文化芸術推進基本
計画』という。）を定めなければならない」と明記している。
2 「文化芸術推進基本計画（第 1 期）」では，「文化芸術の創造・発展・継承と教育」，「創造的で活力ある社会」，
「心豊かで多様性のある社会」，「地域の文化芸術を推進するプラットフォーム」の「中長期的な視点からの 4
つの目標（『文化芸術政策の目指すべき姿』）」を示している（文化庁 2018pp.511）。
3「文化芸術推進基本計画（第 1 期）」では，「中長期的な視点からの 4 つの目標（『文化芸術政策の目指すべき
姿』）」を実現する為に，5 年間の計画で，「文化芸術の創造・発展・継承と豊かな文化芸術教育の充実」，「文
化芸術に対する効果的な投資とイノベーションの実現」，「国際文化交流・協力の推進と文化芸術を通じた相
互理解・国家ブランディングへの貢献」，「多様な価値観の形成と包摂的環境の推進による社会的価値の醸
成」，「多様で高い能力を有する専門的人材の確保・育成」，「地域の連携・協働を推進するプラットフォーム
の形成」の「6 つの戦略（『今後 5 年間の文化芸術政策の基本的な方向性』）」を定めている（文化庁 2018
pp.1224）。
4「文化芸術推進基本計画（第 1 期）」では，4 つの目標と 6 つの戦略に応じた約200の基本的な施策を示して
いる（文化庁 2018pp.2551）。
5 同法附則（平成二十九年六月二十三日法律第七十三号）抄第 2 条は，「文化芸術に関する施策を総合的に推
進するための文化庁の機能の拡充等の検討」について，「政府は，文化芸術に関する施策を総合的に推進す
るため，文化庁の機能の拡充等について，その行政組織の在り方を含め検討を加え，その結果に基づいて必
要な措置を講ずるものとする」と明記している。
はじめに
2017年6月23日に「文化芸術基本法」が施行され，2018年3月6日に同法第 7 条1 に基づく「文化
芸術推進基本計画（第 1 期）」が閣議決定された。同基本計画では，4 つの目標2 と 6 つの戦略3 を
掲げられ，これからの文化・芸術に関する基本的な施策4 が示されている（文化庁2018pp.2551）。
また，同法の附則第 2 条5 では文化庁の機能強化について定められており，同基本計画におい
て，「文化芸術基本法は文化芸術政策の根本法とも言うべき法律であり，今後の文化行政の機能強
化についても，新しい文化芸術基本法に基づき考えられるべきもの」と示されている（文化庁
2018pp.5758，文化芸術基本法制研究会pp.3742）。文化庁は，基本的な施策を遂行する為
に，「『縦割』を超えた開放的・機動的な文化芸術政策集団」の形成に向けた組織改革の必要性を考
慮している（文化庁 2018pp.5758）。同法の施行，同基本計画の策定によって，行政組織に対
応した政策ではなく，政策に対応した行政組織として，文化庁が文化・芸術政策に対応する文化行
政として求められるようになったのである。
以上のような文化行政をめぐる昨今の社会的状況を踏まえ，本稿では，文化・芸術分野における
行政の専門性を分析することで文化行政の機能強化の内容について検討することを目的とする。
一般的に，行政の機能強化は，行政の守備範囲を広げることと分野により特化することの 2 つ
の方法が考えられるだろう。文化行政においては，前者は，元来文化が持つ多様性によって，文化
・芸術文化を政策対象とする行政の守備範囲が既に広範であることが理解できる。その為，文化行
政における機能強化は，後者の分野により特化することを主に意味し，専門性について分析するこ
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6 田村明は，行政の文化化について，次のように整理している。「行政自体も一つの文化であり，文化形成主
体であってよいわけであるが，これまではあまりに固定的な枠の中にがんじがらめに閉じこめられ，機械的
な自らの意思をもたない行政であった。これを自らの意思と価値観をもち，事態を十分見きわめながら，形
式に流れず実質的な政策主体へと転換させようというものである」（田村 1981p.35）。
とが主眼となる。
また，本稿では，このような国での動きは自治体へ波及する可能性があると鑑み，国・自治体の
文化行政の両者に焦点を置く。国と自治体との差異を主に自治の有無とし，文化行政の専門性を分
析することで，日本における国・自治体の両方の文化行政の機能強化の内容を考察する。
このような文化行政における専門性に関する先行研究は，いまだ醸成されていない。文化・芸術
分野における専門性として，近年ではアーツ・マネジメント（小林・片山 2009 他）やアーツカ
ウンシル（太下 2017 他）に関する研究が数多く見られるようになった。文化・芸術分野におけ
る専門性の重要性を指摘しているが，日本の行政では，異動文化によって，職員が文化・芸術分野
の専門性を持つことが阻害されているため，行政が文化・芸術分野において専門性を持つことが重
要であることを指摘する（野田 2014，大谷 2018 他）に留まっていた。本稿はこのような先行研
究の状況を踏まえ，文化行政における専門性の基礎的研究として，行政学・地方自治の視点からの
アプローチを試みる。
以上を踏まえ，本稿の構成は次の通りである。第 1 章では，文化行政に関する先行研究を整理
する。本稿の主題でもある文化行政は総合的な行政と文化・芸術を所管する行政組織を指す 2 つ
の概念が存在する。これらの概念と文化行政における専門性の位置付けを整理し，自律を基礎とす
る行政と専門性の論点を提示する。第 2 章では，文化行政における専門性と自治体の自律の課題
を，霧島国際音楽祭を事例にして実証する。霧島国際音楽祭は行政と民間の共同主催による開催と
なっているが，民間が主導権を握っており，専門性が 1 つの要因となっている。故に，霧島国際
音楽祭は，文化・芸術分野の専門性の差異が文化行政の自律へ少なからず影響している可能性があ
ることを観察するのに相応しい事例とも言えるのである。
．文化行政論
 文化行政の諸相
はじめに，本稿の主題である文化行政に関する先行研究を整理したい。特に，本節においては，
文化行政は文化・芸術政策の概念とも十分に関連している，と類推される。故に，文化行政と文化
・芸術政策の両方についての概念の整理を試みる。
文化行政は，2 つの概念が混在している，と考えることができる。1 つ目の概念は，単に文化・
芸術分野を所管する行政組織を指す場合である。つまり，看護行政や医療行政等のように特定分野
に関する行政組織の 1 つとして文化行政が存在する。2 つ目の概念は，総合的な行政を指す場合で
ある。戦前を継承する形での縦割り主義を克服する為に「行政の文化化｣6 が推進され，文化行政
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7 松下圭一は，日本の行政の体質革新の戦略の原則を，◯市民自治の原則，◯基礎自治体主導の原則，◯行政
革新の原則の 3 つに整理している（松下 1981p.9）。文化行政は主に自治体を中心に提起されてきた，と
言える。
8 文化政策の時代変遷については新藤が詳細に分析している。（新藤 2018pp.8199）。
9 クールジャパン戦略の推進体制として，クールジャパン関係府省連絡・連携会議を設け，内閣府が事務局，
関係省庁（文化庁，観光庁，経済産業省等）がクールジャパン戦略担当大臣とする体制を構築している（内
閣府 2017）。
は行政の体質革新の戦略7 として提起された（松下 1981pp.611）。1 つ目の概念を分野特化型
の行政組織としての文化行政，2 つ目の概念を総合的な行政としての文化行政，と考えることがで
きる。
2 つ目の概念は主に自治体行政に焦点を当てているが，いずれの概念も国・自治体両方の文化行
政で考えられるものであろう。これら 2 つの文化行政の概念に共通するのは，文化・芸術政策の
「具現化を目指す行為」（鬼木 2018p.291）である，と言える。一見すると，1 つ目の概念が狭義
で，2 つ目の概念が広義の概念であるため，2 つ目の概念に集約されてしまう，と考えられうる。
しかし，あくまでも行政組織に対応した政策ではなく，政策に対応した行政組織であることが重要
であり，文化・芸術政策に対応した文化行政として，文化行政の 2 つの概念は文化・芸術政策の
概念の差異によって生まれた，と考えることができる。
文化・芸術政策の概念についても，前述の文化行政と同様に分野特化型の政策としての文化・芸
術政策と総合的な政策としての文化・芸術政策の 2 つの概念がある。このような文化・芸術政策
の共通概念について，新藤浩伸は「特定の理想の実現を目指して論じられながらも，決して実現を
見ることのない，あえていうならばある種の規範概念を示し続ける試み」（新藤 2018p.98）と
整理している。新藤の述べる「特定の理想」は決して 1 つの理想ではなく，時・場所・人等によ
って文化政策は異なる8。つまり，文化政策の理想は時勢に影響されるため，時の政府によって文
化政策は転換される，と言えるだろう。故に，文化・芸術政策の概念は常に変化し続ける為，文化
行政の概念にも差異が生まれてしまう。
しかし，時代によって左右される文化・芸術政策であるものの，文化・芸術分野に対する政策で
あることはどの時代においても共通していることである。文化・芸術政策の 2 つの概念であれ
ば，文化・芸術政策が総合的な政策である場合，その一部の政策内容として文化・芸術分野は存在
する。例えば，同基本計画の「戦略 3 国際文化交流・協力と文化芸術を通じた相互理解・国家ブ
ランディングへの貢献」では，「クールジャパン」に関する基本的な施策が掲げられている（文化
庁 2018pp.1820，文化庁 2018pp.3742）。「クールジャパン」戦略は文化・芸術政策として
の性格だけではなく，観光政策，経済政策等としての性格も持つため，文化・芸術，観光，経済等
の分野を対象とした総合的な文化・芸術政策，と考えることができる。故に，仮に政策に対応した
行政組織を考慮するのであれば，国においては文化庁，観光庁，経済産業省等を連携・合併した行
政組織9，自治体行政においては東京都千代田区の地域振興部10 や鹿児島県の総務部県民生活局11
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10 東京都千代田区は，千代田区組織条例第 2 条で「分掌事務」を定めており，地域振興部は地域振興，統計調
査，商工及び観光の振興並びに消費生活，文化，生涯学習及びスポーツの振興，生活環境改善等 9 項目の事
務を担う。
11 鹿児島県は，鹿児島県部等設置条例第 3 条から第12条までで分掌事務を定めており，同法第 3 条第 2 項にお
いて，県民生活局は消費者の保護，青少年の健全育成その他の県民生活の事務を担う。文化・芸術に関する
事務もこれに含まれる。
12 東京都府中市は，府中市組織条例第 2 条で「事務分掌」を定めており，文化スポーツ部は文化及び生涯学習，
文化財，スポーツ，図書館並びに美術館の事務を担う。
のような行政組織を総合的な行政としての文化行政，と考えることができる。
これに対し，文化・芸術分野に特化した文化・芸術政策である場合，政策内容は自ずと文化・芸
術が中心となる。例えば，東京都府中市の文化スポーツ部12 のような行政組織を分野特化型の文化
行政，と考えることができる。
以上のような文化・芸術政策及び文化行政の概念を鑑み，本稿においては狭義の意味で扱い，文
化・芸術分野に特化した政策を文化・芸術政策，これに対応する分野特化型の行政組織を文化行
政，と定義したい。ただし，総合的な行政組織としての文化行政と区別する訳ではない。総合的な
行政組織としての文化行政を分析するには経済，観光等の観点から考察する必要があるため，結果
的に分析が煩雑となり不明瞭となる。また，総合的な行政組織としての文化行政の根底には分野特
化型の文化行政を当然含むため，分野特化型の文化行政に関する本稿の分析が総合的な行政組織と
しての文化行政についても十分に援用できる，と考える。
 文化行政における専門性の確保
次に，「文化行政の諸相」で定義した分野特化型の文化行政が，文化・芸術政策の質を向上さ
せるあるいはより専門化するために，文化・芸術分野に関する専門性をどのように確保するのか，
を検討する。特に，文化・芸術分野に関する専門性とは何か，という点に留意したい。
同基本計画の「目標 4 地域の文化芸術を推進するプラットフォーム」の形成に，「文化芸術を
支える専門的人材」が必要であることが示されている（文化庁 2018pp.1011）。ここでいう
「専門的人材」は，文化財の修理等を指せる技術・技能の伝承者，文化芸術活動に関する企画又は
制作を行う者，文化芸術に関する技術者，美術館，博物館における学芸員，劇場，音楽堂等，文化
芸術団体の各種専門職員等の地域の文化芸術に熟知しマネジメント力を備えたあるいは多様で高い
スキル（技能・知識・経験）を有した人材を指す（文化庁 2018pp.1011）。文化行政はこれら
の専門的人材をどのように確保するか，が課題となる。
これを受け，同基本計画の「戦略 5 多様で高い能力を有する専門的人材の確保・育成」では，
専門的人材の確保だけでなく，キャリア段階に応じた教育訓練・研修等を通じて専門的人材へ育成
することも文化行政の役割として示されている（文化庁 2018p.23）。「基本的な施策」において
も専門的人材の確保と育成の両方が反映されており，文化行政は専門的人材を確保するだけでな
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13 博物館法第 4 条第 2 項は，「学芸員は，専門官資料の収集，保管，展示及び調査研究その他これと関連する
事業についての専門的事項をつかさどる」と定めている。また，同法第 5 条において，学芸員資格の取得方
法について明記されている。
14 図書館法第 4 条第 2 項は，「司書は，図書館の専門的事務に従事する」と定めている。また，同法第 5 条に
おいて，司書資格の取得方法について明記されている。
15 東京都のアーツカウンシル東京や沖縄県の沖縄版アーツカウンシル等がある。
く，専門的人材へと育成する，という選択肢を有しているのである（文化庁 2018pp.4849）。
また，ここでいう専門的人材は，実際にどのような「スキル」を有しているのか，という点につ
いて言及する必要がある。同基本計画では，技能・知識・経験の 3 種類によってスキルを構成し
ている。
1 つ目の技能は，行為に限定したものである，と考えられる。例えば，音楽の分野では楽器を演
奏するという行為，アートの分野では絵を描く等の制作をするという行為等が該当する。故に，よ
り専門的な技能というのは高い技能を有した人材であることを指す。2 つ目の知識は，文字通り知
識に限定したものである，と考えられる。例えば，文化・芸術に関する研究者等が該当する。故
に，より専門的な知識というのは豊富な知識を有した人材であることを指す。3 つ目の経験は，技
能や知識とは違い，場数や経験値といった回数を表している。例えば，業務の効率化や確実性の向
上が該当する。故に，前の 2 つと違い，経験はスキルを向上するのではなく，回数を重ねた人材
であることを指す。
これら 3 つのスキルはそれぞれ単独のスキルとして存在するものの，実際，それらは織り交ざ
っている。故に，専門的人材とは，技能・知識・経験が総合的に考慮されたスキルを有する人材で
ある，と言える。
以上を踏まえると，文化行政における専門性の確保は，◯専門職（資格任用）として専門性を有
した行政職員を採用する場合，◯一般職の行政職員を，専門性を有した行政職員へ育成し，起用す
る場合，◯専門性を有した人材を民間から起用する場合の 3 つの選択肢がある，と考えられる。
◯専門職（資格任用）として専門性を有した行政職員を採用する場合は，資格の取得等によって
特定分野の専門性を有した人材を採用する。例えば，博物館法における学芸員13 や図書館法におけ
る司書14 等が該当する。資格について法律で明文化されることにより，資格取得が一定程度以上の
専門性を担保している。
◯一般職の行政職員を，専門性を有した行政職員へ育成し，起用する場合は，研修等を通じて，
一般職の行政職員の特定分野に対する専門性を有した行政職員へと育成する。例えば，沖縄県等が
実施している「アーツマネージャー育成事業」が該当する。
◯専門性を有した人材を民間から起用する場合は，行政組織外から専門性を調達することを主眼
としている。例えば，指定管理者制度を活用した文化財団やアーツカウンシル15 の設立が該当す
る。また，これ以外にも協働や事務委託等の例も挙げられる。
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16 西尾は「自治の共通するものは自律（autonomy）と自己統治（self-government）の結合である」と述べて
いる（西尾 1990p.373）。
17 日本国憲法第92条は，「地方公共団体の組織及び運営に関する事項は，地方自治の本旨に基いて，法律でこ
れを定める」と明記している。
 専門性と文化行政の自律
「文化行政における専門性の確保」における，行政が専門性を確保する 3 つの手段は，多様で
ある。一方で，藤田由紀子は，行政が上述のように民間から専門性を確保するために行政自身も専
門性を高める必要がある，と述べている（藤田 2008pp.2028）。
行政学の分野において，行政組織の視点から，曽我謙悟は，「組織としてのまとまりを維持し，
組織の目標に向けて構成員の行動を集中させること，つまり統合を達成するための方法」として専
門性が挙げられる，と述べている（曽我 2014pp.117126）。つまり，専門性を有した専門的人
材が組織の統合を果す方法の 1 つ，と換言することができる。藤田は，このような専門性の差異
によって生じる統合が，行政の自律に影響を及ぼすことを指摘している，と考えることができる。
本稿では，藤田の指摘を踏まえ，文化行政の専門性の確保と自律をめぐる次の 3 点について理
論的分析を行いたい。
1．行政の自律が何を意味するのか。行政における自律の重要性とは何か。
2．専門性がどのように行政の自律を影響させるに至るのか。行政の職員が専門性を有する必要
性とは何か。
3．文化行政における専門性の確保は，具体的にどのような場合に起こるのか。文化行政が専門
性をどのように確保すべきか。
はじめに，行政の自律が何を意味するのか，行政組織における自律の重要性を示すとともに，自
律の概念について整理する。西尾勝は，「個人が他者の統制にしばられずにみずからの規範，準則，
目的といった規準を定立し，みずからの行為を律する余地があるとき」，自律が存在する，と述べ
ている（西尾 1990pp.373375）。この自律は自治を構成する要素16 でもあり，自治体行政にお
いては，専門性が行政の自律を影響されるのであれば，特に注意を払う必要がある。
日本国憲法では，第 8 章として地方自治が章立てられ，地方自治に関して憲法上の保障がされ
るとともに，地方自治の本旨17 が規定された。地方自治の本旨は「地方政治がその地域の住民の意
思に基づいて行われるという民主主義的側面」（渋谷・赤坂 2016p.192）を有する住民自治と
「地方政治が国から独立した地域の団体あるいはその機関に委ねられ，団体自らの意思と責任の下
で行われるという自由主義的側面」（渋谷・赤坂 2016p.192）を有する団体自治の 2 つの自治か
ら構成されている。また，「住民自治が基本あるいは目的であり，団体自治は住民自治を実現する
ための手段」（渋谷・赤坂 2016p.192）とされている。つまり，日本における地方自治は，住民
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自治が基本であり，その実現のために自治体行政が設けられ，自治体行政の団体自治が保障されて
いるのである。
このように西尾の述べる自律は日本国憲法上の団体自治と関係しており，日本の自治体行政が自
律を欠如してしまう場合は憲法上否定される。また，地方自治の研究において，自律は行政組織外
における国と自治体行政との政府間関係に注目がされるが，行政組織内における自治体行政と専門
的人材との関係が新たな論点として提示できるだろう。
次に専門性がどのように行政組織の自律に影響を及ぼすのか，行政組織の職員が専門性を有する
必要性とともに分析する。藤田は，行政組織の職員，特に技官が専門性を持つ必要性について，公
務員制度調査会の答申を踏まえ，「技術革新等の急速な進展に対応できる高度な専門的監視能力」
である，と述べている（藤田 2008p.261）。藤田は公共事業を例に挙げ，次のように述べている。
公共事業の分野では，設計等の民間委託が行われても，先端の技術力を持つ民間業者と対等に
向き合えるだけの専門知識や経験といった専門能力が行政にも必要である。行政にそのような能
力が無ければ，業者が提示する技術や積算内容の妥当性を判断し，的確な発注や指示ができなく
なるからである。したがって，そのような専門能力が前提とされた上で，プロジェクトの総合的
な管理能力など，行政官としての能力が求められることになる。（藤田 2008p.261）
藤田の述べる，妥当性の判断や適格の発注ができなくなることは，本稿における行政の自律に影
響を及ぼす場合，と考えることができる。藤田は技官を例としているが，通常の行政組織において
も同様のことが指摘されるため，公共事業であるかどうか，技官であるかどうかにかかわらず，一
般的な行政組織においても十分援用することは可能である。故に，行政組織の自律に影響を及ぼす
のは，民間との専門性の差異によって生じる現象である。行政組織よりも民間が専門的であれば，
おのずと行政組織の自律に影響を及ぼす要因となるのである。
最後に，文化行政における専門性の確保はどのような場合に起こるのか，文化行政が専門性をど
のように確保すべきかについて留意しつつ，文化行政の機能強化の具体的な内容を分析したい。
文化行政における専門性の確保は「文化行政における専門性の確保」で述べた通り，3 つの選
択肢がある。◯専門職（資格任用）として専門性を有した行政職員を採用する場合，◯一般職の行
政職員を，専門性を有した行政職員へ育成し，起用する場合は行政組織の職員が専門性を持つ場合
であるため，組織内の自律という新たな課題があるものの，行政組織としての自律は保たれる。一
方で，◯専門性を有した人材を民間から起用する場合は民間を起用する場合であり，上述で整理し
た，行政組織と民間との専門性の差異による自律が課題となる。故に，文化行政における専門性の
確保においては，◯専門性を有した人材を民間から起用する場合に，自律に影響を及ぼす可能性を
有す。
また，文化行政における専門性の確保の手段はその多くが◯である。◯については，学芸員，司
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書は文化の 1 分野の専門性に関する資格であり，現在のところ，文化・芸術政策全般に通じた資
格はない，と言える。また，◯については，沖縄県等の先進事例はあるものの，一部の自治体にお
ける事象でしかない。故に，文化行政における専門性の確保は必然的に◯が多くなるのである。
次章では，文化・芸術政策の具体的な施策である霧島国際音楽祭を事例に，自治体文化行政にお
ける専門性の確保と専門性の差異によって自律に影響を及ぼす可能性について，その過程を考察す
る。
．文化行政における音楽祭―霧島国際音楽祭を事例に―
 音楽祭における専門性の確保
はじめに，文化・芸術施策の 1 つである音楽祭の現状を考察する。近年，「大阪国際フェスティ
バル」に始まり，「PMF（パシフィック・ミュージックフェスティバル）」（北海道札幌市），「セイ
ジ・オザワ 松本フェスティバル」（長野県松本市），「霧島国際音楽祭」（鹿児島県霧島市）等日本
の各都市で音楽祭が開催されている。多くの音楽祭は一定の期間で開催されることから現地での観
光資源だけでなく音楽祭という文化資源を用いる観光政策としての側面もある。つまり，音楽祭を
開催すること自体が文化・芸術政策の性格だけでなく，観光政策の性格も有した複合的な目的の政
策となることがいえる。
複合的であるために音楽祭の運営は煩雑と思われるが，開催日，期間等音楽祭の開催内容を総括
する◯「イベント的な運営」，地域資源あるいは音楽祭自体の文化資源を活用する◯「観光的な運
営」，演奏曲，指揮者，演奏者の人選等音楽祭の音楽的な内容を決める◯「芸術的な運営」の 3 つ
の運営に区別することができる。ここでいう◯「芸術的な運営」は，本稿における文化・芸術政策
の内容と同義である，と考えることができる。
このような音楽祭の運営をめぐって，◯「芸術的な運営」においては，行政組織が演奏するとい
う技能を持つことは困難であり，文化・芸術分野に関する研修等が未だ充実していないため知識も
豊富である，とは言えない。また，日本の行政は一定の期間を経ると異動になるため，経験も少な
い。故に，行政が音楽祭を運営する場合は，専門性を持たないため，専門性を有した人材を民間か
ら起用することで専門性を確保しようとするのである。
音楽祭に関する具体的な専門性としては，例えば，音楽のジャンル，演奏曲や演奏者の人選等の
ように知識や人脈等の人的資源に依存する形で要求される。この人的資源は音楽との距離によって
左右され，行政組織だけでなく一般的な住民にも該当する。故に，◯「芸術的な運営」において，
専門性を確保するために専門性を有する機関，つまり，専門性を有する芸術（音楽）監督や文化芸
術団体が専門的人材として期待される。しかし，◯「芸術的な運営」においては前章「専門性と
文化行政の自律」で述べたように，専門性が自律に影響を及ぼす可能性がある。専門性の有無が音
楽祭の運営の統合に直結してしまう可能性があり，白石は「音楽祭を支えている人たちの望む方向
から逸れてしまう可能性がある」（財団法人音楽文化創造 2000p.10）ことを指摘している。
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18 ここでの事例は「2017年度明治大学大学院研究調査プログラム」による助成を受け実施した研究調査に基づ
く現地での資料調査（付属資料 1）及びヒアリング調査（付属資料 2・3）を中心とした研究成果である内容
を援用した。また，これらの調査の後に一部団体に追加質問（付属資料 4）を行った。本稿は，これらの研
究調査結果を基に「日本協働政策学会」の2017年度大会「自由論題」にて報告した内容を加筆・修正したも
のである。
以上を踏まえ，霧島国際音楽祭を一例として紹介したい。霧島国際音楽祭は国内の音楽祭の中で
は歴史があり，継続性のある音楽祭の 1 つである。その運営は市民が主催する形態から行政と専
門性を有する機関の連携する形態へと変遷しており，専門性の確保と自律をめぐる過程を分析する
ことが可能である。
 霧島国際音楽祭18における専門性の確保
1980年 8 月 2 日から10日にかけて，鹿児島県霧島町（現霧島市）で第 1 回霧島国際音楽祭・講
習会（現在の霧島国際音楽祭）が開催された。夏に開催される音楽祭は「音楽を専門的に学ぶ俊英
たちの講習会」と「一流の演奏家である講師陣と受講生による」演奏会によって構成される（霧島
国際音楽祭鹿児島友の会 2017pp.1213）。また，講習会や演奏会としての芸術的な目的だけで
はなく，音楽祭という文化資源を用いた地域活性化を目指す観光的な目的も有する（霧島国際音楽
祭鹿児島友の会 2017pp.2830）。
以上の事を前提とし，霧島国際音楽祭は，「第30回を節目に『世界への発信』，『地域密着』，『フ
ェスティバル性』という 3 つの柱を据え」，「コンサートにおいては質の高さ，聴衆層の拡大，各
地への普及を目指し，またマスタークラスにおいては国際的かつ高いレベルを目指して」開催が続
けられている（公益財団法人ジェスク音楽文化振興会 2016pp.45）。
このような目標を目指した霧島国際音楽祭はトップアーティストを集めた講師陣による講習会や
霧島国際音楽祭のために建設された鹿児島県霧島国際音楽ホール（通称みやまコンセール）での
演奏会が実施される。霧島国際音楽祭は国内の音楽祭においてトップクラスの音楽の質を有してお
り，運営には高度な専門性が要求される。
当初，霧島国際音楽祭は，霧島の地域の人々を中心とした鹿児島県室内合奏協会と音楽監督的な
立ち位置としてのドイツ人ヴァイオリン奏者のゲルハルト・ボッセによる運営がされていた。霧島
町は補助金助成という形態で，鹿児島県室内合奏協会による運営が中心であった，と言える。つま
り，◯「芸術的な運営」においては，霧島町が専門性を有していないため，鹿児島県室内合奏協会
と専門性を有する音楽監督的存在であるゲルハルト・ボッセとの協働による音楽祭の運営となって
いた。霧島町は補助金助成のみであるため，専門性の差異が実質的に霧島町の自律に影響していた
可能性がある。
鹿児島県室内合奏協会は第 2 回で霧島国際音楽祭実行委員会，第 5 回で音楽文化振興会霧島国
際音楽祭へと改名されており，第 2 回で霧島町に加え牧園町による補助金助成も始まるが，助成
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19 財団法人ジェスク音楽文化振興会は，「音楽祭・音楽会・講習会の開催を行うと共に邦人など音楽家の活動
を助成し，併せて音楽に関する国際交流を図り，もってわが国の音楽文化，舞台芸術の発展に寄与すること
を目的として，1984年（昭和59年）に設立」され，「2011年 4 月に新たに内閣府所轄の公益財団法人として
認可された」。（公益財団法人ジェスク音楽文化振興会 HP（URL: http://www.jesc-music.org/index.html）
（最終閲覧日2018年 6 月 1 日））
20 霧島市は霧島国際音楽祭へ例年約700万円の助成をしている。霧島市の助成金額は鹿児島県の約 1/4 以下で
あるものの，助成金額としては鹿児島県に次ぐ 2 番目の額であり，他の機関よりも多く負担している。
の役割のみである。依然として霧島の地域の人々と専門性を有するゲルハルト・ボッセとの協働の
関係は変化していなかった。第 1 回同様，霧島町と牧園町は補助金助成のみであるため，専門性
の差異が実質的に霧島町，牧園町の自律に影響していた可能性を有す。
第 6 回になると，音楽文化振興会霧島国際音楽祭が主に財政面の理由により，任意団体のまま
の運営ではなく法人格を有した団体による運営を求めたため，財団法人ジェスク音楽文化振興会19
が設立された。つまり，財団法人ジェスク音楽文化振興会の単独運営となった。それによって，運
営の主体が霧島地域の人々から遠のいたことにより，赤字運営であった音楽祭を鹿児島の地で開催
される必要があるのか，という意見があがるようになった（霧島国際音楽祭鹿児島友の会 2017
p.33）。赤字を補填するという点からも地元での支援体制づくりが急務となり，鹿児島県が主催に
加わり，霧島国際音楽祭牧園友の会と霧島国際音楽祭霧島友の会が設立され，その 1 年後に霧島
国際音楽祭鹿児島友の会も設立された。このように霧島国際音楽祭の運営が外部の専門性を有する
機関に委ねられることで市場経済に基づく費用対効果がより鮮明となる。故に，鹿児島県が音楽祭
存続の為，主催に加わったことは一定の評価ができる。しかし，依然として◯「芸術的な運営」に
おいては，やはり専門性を有する文化芸術団体的存在である財団法人ジェスク音楽文化振興会の単
独運営であったため，霧島国際音楽祭の開催の存続は保てた一方で，専門性の差異が実質的に鹿児
島県の自律に影響している可能性が考慮される。
また，文化・芸術における第三セクターの流れにより，鹿児島県においても財団法人鹿児島県文
化振興財団が設立され，第16回から主催へ加わった。この頃から，◯「芸術的な運営」において
はホールでの実働（チケット管理，舞台技術等）を財団法人鹿児島県文化振興財団が担うことにな
ったが，制作においては変わらず財団法人ジェスク音楽文化振興会の単独運営であり，現在に至っ
ている。
霧島町と牧園町の合併により霧島市が2005年に誕生し，霧島町と牧園町の補助金の合計金額程
度の補助金を依然として助成することとなった。そして，第31回から共催という形となったが，
他の機関との金額の差20 によるものであり，◯「芸術的な運営」に直接かかわる機会は現在でもな
い。
現在の霧島国際音楽祭は鹿児島県，公益財団法人鹿児島県文化振興財団，公益財団法人ジェスク
音楽文化振興会の 3 団体による主催となっている。また，霧島市が共催，霧島国際音楽祭鹿児島
友の会と霧島国際音楽祭きりしま友の会は協力となっている。音楽祭の運営としては，「主催者会
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21 鹿児島県，公益財団法人鹿児島県文化振興財団，公益財団法人ジェスク音楽文化振興会の主催 3 団体による
会議を指す。1 年に 3 回程度集まり会議をしている。
議」21によって多くが決定され，◯「芸術的な運営」においては主催 3 団体が役割分担し，制作の
中心を公益財団法人ジェスク音楽文化振興会が担当することで音楽祭における専門性を確保してい
る。しかし，公益財団法人ジェスク音楽文化振興会の専門性によって霧島国際音楽祭の運営では統
合が生じ，鹿児島県は制作を支える役割が大きいため，専門性の差異が実質的に鹿児島県の自律に
影響を及ぼしている可能性は否定できない。
また，霧島国際音楽祭は音楽監督が設けられており，実質的には音楽監督と公益財団法人ジェス
ク音楽文化振興会の協働によって，◯「芸術的な運営」がされている。鹿児島県と公益財団法人鹿
児島県文化振興財団は制作や実働として◯「芸術的な運営」において何らかのかかわりを持ててい
るものの，共催としての霧島市や協力としての霧島国際音楽祭鹿児島友の会，霧島国際音楽祭きり
しま友の会も◯「芸術的な運営」にはかかわることができていない。
 課題と展望
公益財団法人ジェスク音楽文化振興会は主に霧島国際音楽祭運営の財政的理由から誕生した。公
益財団法人ジェスク音楽文化振興会は，日本でも最大手の音楽事務所である株式会社ジャパン・
アーツが後援となり設立され，資金面だけでなく，株式会社ジャパン・アーツが有する専門性によ
って制作面でも重要な専門的人材となった。一方で，運営主体が当時の霧島の地域の人々から離れ
る形となり，赤字の議論は典型的な例でもあり，地域の意思とは離れた運営となってしまった。音
楽祭は非制度的な政策であるため，藤田の指摘する行政が「専門的監視能力」を持たない限り，参
加あるいは地域の文化を無視した形での運営が危惧される。故に，鹿児島県が主催に加わった点は
上述でも述べた通り一定の評価ができる。
一方で，◯「芸術的な運営」においては主に制作を担う公益財団法人ジェスク音楽文化振興会に
よって統合されていると考えることができるだろう。現状について，開催地である霧島市や霧島国
際音楽祭鹿児島友の会，霧島国際音楽祭きりしま友の会は運営にかかわれていないが，音楽祭の運
営に何らかのかかわりを持ちたい（付属資料 4），とそれぞれ考えており，いずれも「◯芸術的な
運営」に関心がある。特に霧島市は意見の機会を求める一方で専門性の差異の存在を認めている。
これは専門性の差異が自律を妨げていることを裏付けるもの，と言えるだろう。
現状として，霧島市は助成を行う役割に留まり，音楽祭において所謂「パトロン」的な役割とな
ってしまっている。霧島市は霧島地域の実情を反映することができない。霧島の地域で始まった霧
島国際音楽祭・講習会は，現在島嶼を含む鹿児島全域及び海外まで開催範囲を広げている。地域の
実情をある程度反映されることも必要な側面もあり，このような役割は霧島市へ期待ができる。故
に，霧島市は実質的な役割においても重要な役割に期待ができる為，前提となる自律のための専門
性の確保が早急に求められるのである。
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しかし，行政自身が専門性を確保し自律を求めることは，鹿児島県・霧島市をはじめとした行政
のかかわりが強くなることで，クラシック音楽中心の演奏会を現代音楽や民族音楽等異なるジャン
ルへ転換してしまう音楽祭の性格を大きく変えることを意味するものではない。本稿では，あくま
で，文化・芸術分野における専門性の確保は，専門性の差異によって自律が妨げられ，統合が生じ
てしまうことを否定するに留まる。
このような意味で，今後，鹿児島県や霧島市の文化行政が専門性を備え，霧島国際音楽祭の運営
において自律を確保することが自治体文化行政として当然要求されるのである。
むすびにかえて
以上，霧島国際音楽祭の事例を通じて文化行政の専門性と自律の関係を分析した。今一度本稿で
の各章の論点を確認した上で，本稿の最大の関心である文化行政の機能強化について述べ，むすび
にかえたい。
第 1 章では，文化行政論と題し，文化行政に関する先行研究を整理した。はじめに，文化行政
をめぐり，2 つの概念が混在していることを述べた。総合的な意味での文化行政と現状の行政を表
した文化・芸術を所管する行政組織の意味での分野特化型の文化行政の 2 つの概念が存在する。
本稿では，総合的な概念に分野特化型の文化行政を当然含まれるとして，文化行政を狭義の意味と
しての分野特化型の文化行政の概念とした。
このような分野特化型の文化行政は，他の分野における行政と同様，サービスの質の向上等を目
指すため，専門性を高めよう，と努める。一般的に，行政が専門性を確保しようとするために，◯
専門職（資格任用）として専門性を有した行政職員を採用する場合，◯一般職の行政職員を，専門
性を有した行政職員へ育成し，起用する場合，◯専門性を有した人材を民間から起用する場合の 3
つの選択肢がある。文化行政にも等しくこの選択肢は存在するものの，学芸員，司書は 1 つの分
野の専門職でしかない等の要因にも由来し，現実的には，◯専門性を有した人材を民間から起用す
る場合が多くを占める。
行政が民間を起用し専門性を高めることは，一方で行政自身も高い専門性を持つ必要がある。専
門性の差異によって組織の統合が生じ，専門性の高い民間が主導となる場合があるのである。これ
は行政が判断すべきことが民間主導になる恐れがあり，行政の自律に影響を及ぼすことを意味す
る。さらに，行政の自律は自治体においては特に留意しなければならず，自治体行政が自律を欠如
することは自治の構造から否定されなければならない。故に，文化行政は◯によって専門性を確保
することが多いため，特に自治体文化行政は専門性の確保と自律に細心の注意を払う必要がある。
この現象を，第 2 章において霧島国際音楽祭の運営を事例に実証した。
さて，文化行政の文脈において国・自治体を問わず専門性を有すこと自体に様々な議論がある。
しかし，自治体においては文化行政以前に自治の確立が課題となるため，自治体行政自身が専門性
を持つことが当然要求されることとなる。本稿のリサーチクエスチョンでもある文化行政の機能強
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22 調査にあたっては，多くの方々に御協力いただいた。音楽祭開催期間の忙しい時期であるのにも関わらず，
本研究調査のヒアリングを快く受けてくださった後藤亮二係長（鹿児島県県民生活局生活文化課文化企画
係），濱田淳一専門員（鹿児島県県民生活局生活文化課文化企画係），増森健一郎事業課長兼舞台監督（公益
財団法人鹿児島県文化振興財団霧島国際音楽ホール），今村康朗主査（霧島市市民環境部スポーツ・文化振
興課芸術文化グループ），堤正浩専務理事（公益財団法人ジェスク音楽文化振興会），武田林事務局次長（公
益財団法人ジェスク音楽文化振興会），古木圭介会長（霧島国際音楽祭鹿児島友の会），高嶺欽一理事（霧島
国際音楽祭鹿児島友の会），上野千穂子様（霧島国際音楽祭友の会事務局），須之内愛子様（霧島国際音楽祭
鹿児島友の会事務局），中堀清哲会長（霧島国際音楽祭きりしま友の会），後藤係長との調整をしてくださっ
た樋之口隆宏研修主事（鹿児島県立青少年研修センター），不慣れな土地をご案内頂いた外山友美先生（鹿
児島国際大学国際文化学部音楽学科），最後に，「霧島国際音楽祭」を研究する動機を作っていただき，樋之
口研修主事や外山先生をご紹介頂いた筆者のトロンボーンの師である古荘恭英先生（公益財団法人九州交響
楽団）に深く感謝したい。
化について述べるとすれば，特に自治体文化行政が機能強化として専門性を高める場合において
は，自治体文化行政自身が高い専門性を持つ必要がある，ということが言えるだろう。
しかし，現実には財政や職員の人数，異動等の要因によって行政職員が専門性を有すことには課
題がある。故に，今後の文化・芸術政策に大いに期待する一方で，自治体文化行政が専門性を有す
ることの重要性を示唆していきたい。
最後に，本研究が，文化政策や地方自治の研究だけでなく，「霧島国際音楽祭」の発展に少しで
も貢献できることを切に願っている22。
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1980
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鹿児島県 ― ― ― ― ― 主催 主催 主催 主催 主催 主催
(公財)鹿児島県文化振興財団 (設立前) 主催 主催 主催 主催 主催
霧島市 (合併前) 後援 共催 共催
霧島町 主催 主催 後援 後援 後援 後援 後援 後援
（「霧島市」へ合併)
牧園町 ― 主催 後援 後援 後援 後援 後援 後援
鹿児島室内合奏協会 主催 主催 （「霧島国際音楽祭実行委員会」へ改名)
霧島国際音楽祭実行委員会 (設立前) 主催 （「音楽文化振興会霧島国際音楽祭」へ改名)
音楽文化振興会霧島国際音楽祭 (設立前) 主催 (一部「(公財)ジェスク音楽文化振興会」として独立)
(公財)ジェスク音楽文化振興会 (設立前) 主催 主催 主催 主催 主催 主催 主催
霧島国際音楽祭鹿児島友の会 (結成前) 協力 協力 協力 協力 協力 協力
霧島国際音楽祭きりしま友の会 (結成前) 協力
霧島国際音楽祭牧園友の会
(結成前)
協力 協力 協力 協力 協力 協力 （「霧島国際音楽
祭きりしま友の
会」へ合併)霧島国際音楽祭霧島友の会 協力 協力 協力 協力 協力 協力
出典霧島国際音楽祭のちらしをもとに筆者作成。
―
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付属資料 霧島国際音楽祭調査のヒアリング内容◯
対 象 主体性 人的資源 金銭資源
鹿児島県
主催 3 団体で役割分担。
鹿児島県連絡調整，広報。
(公財)鹿児島県文化振興財
団現場事務，チケット販
売。
(公財)ジェスク音楽文化振
興会演奏者等のマネジメ
ント。
音楽祭専門の職員はいない。
(公財)鹿児島県文化振興財
団に 7 名（内音楽教員 4 名）
出向。
音楽専門の研修はしない。
（研修がない。）
3,000万円超。
他の予算が削減される中，
霧島国際音楽祭への予算は
維持。
(公財)鹿児島県
文化振興財団
第16回から主催。
現場事務（ポスター発送，
テント作り，チケット販
売，環境整備等）がメイン。
専属の舞台監督がいる。
舞台等現場の研修はある。
鹿児島県教育委員会からの
出向（3 年辞令，最大 5 年）。
指定管理料（霧島国際音楽
ホール）の約 4 分の 1（約
4,000万円）が音楽祭の費
用。
買取公演有。
霧島市
(公財)ジェスク音楽文化振
興会と(公財)鹿児島県文化
振興財団が中心。
霧島市は補助金の支出が主
で企画運営に深く関われて
いない。
音楽祭専門の職員はいない。
霧島国際音楽ホールに長期
派遣（2 年間）が 1 名。
音楽専門の研修はなく，自
主的に勉強。
約700万円（合併後）。
約740万円（合併前）
内訳（約100万円（旧牧園
町），約640万円（旧霧島
町））。
出典「2017年度明治大学大学院研究調査プログラム」の調査結果をもとに筆者作成。
付属資料 霧島国際音楽祭調査のヒアリング内容◯
対 象 主体性 人的資源 金銭資源
(公財)ジェスク
音楽文化振興会
主催 3 団体で役割分担。
音楽家の招聘やマネジメン
ト等の運営，政策（音楽祭
全体）面担当。
財団全体で音楽祭に努める。
演奏会当日の人員等は現地
で探す。
担当者等関係者の人脈，情
報が重要。
継承をする一方，その時の
担当者の特色を活かす。
助成金，補助金獲得に努め
る。
その時に応じて申請先を維
持したり，変更したりして
いる。
霧島国際音楽祭
鹿児島友の会
当初は自主的に開催してい
たが，資金の枯渇等により
現在の(公財)ジェスク音楽
文化振興会を設立し，その
後はサポーターとして支援。
会員を中心に演奏会を鑑賞。
地元での広報活動。
会費の一部寄付。
奨学制度の設立。
霧島国際音楽祭
きりしま友の会
協力者として，ビュッフェ
パーティ等演奏者を現地で
支援（おもてなし）をする。
ビュッフェパーティ等演奏
者への食事作り。
演奏者の送迎（車）。
実働（ボランティア）がメ
イン。
出典「2017年度明治大学大学院研究調査プログラム」の調査結果をもとに筆者作成。
―  ―
付属資料 霧島国際音楽祭調査の追加質問
Q1
「音楽祭の計
画・企画関
与への意識」
Q2◯
「具体的な関
与（全体）」
Q2◯
「具体的な関
与（演奏会）」
自由記述
霧島国際音楽祭
鹿児島友の会
古木圭介会長
はい 日程
選曲
人選
(指揮者)
世界的な音楽祭を目指して，今後，ま
ずは近隣のアジア諸国への PR 活動を進
めていくことが必要になると思います。
その意味でかつて実施した台湾公演は多
くの台湾人にアピールでき，現に受講生
も来るようになっています。さらに台湾
から少数ですがコンサートを聴くために
訪れた外国人もいます。海外での出張公
演もできるといいと思います。
霧島国際音楽祭
きりしま友の会
中堀清哲会長
はい 場所 選曲
みやまコンセールの所在地の地元住民
の音楽への関心が薄く，今後は音楽祭が
将来地元にとって「宝物」であることを
広めてゆきたいです。音楽祭は地元観光
にとって将来有望な観光資源のひとつで
あるので大事に育んでいかなければなら
ぬと思う。
霧島市
市民環境部
スポーツ・文化振興課
芸術文化グループ
今村康朗主査
はい
日程
場所
―
人選や選曲等の専門的な分野につい
て，私どもは知識も持ち合わせていない
ため意見を述べることはないが，全体的
な音楽祭の運営について共催という立場
にも関わらず意見を述べる場がない。ま
た，霧島国際音楽祭を市民レベルで支え
る「霧島国際音楽祭きりしま友の会」も
運営に関わっていることからも，全体的
な運営について市が意見を述べることが
できるような体制を望んでいる。
出典アンケートをもとに筆者作成。
